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トにより支配されており，その流通構造は硬直的かつ特殊な構造を有している。本
稿においては，東南アジア新興国における日系食品製造業のチャネル構築手法の理
論化に向け，既存のチャネル構築理論を渉猟し，その問題点と有用な点を明らかに
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1 はじめに―本研究の意義と目的

2021年時点における東南アジア諸国連合加盟
国（ASEAN）の総人口は，約 6億 7333万人，名
目 GDPは約 3兆 3433米ドルである1）。東南アジ
ア新興国市場は，正に日本の至近距離に存在する
世界有数の巨大経済圏と言っても過言ではない。
また，平均年齢が各国中央値で 29.1歳と若い消
費力に支えられているのも東南アジア新興国市場
の特徴である2）。一方で，経済産業省の調査によ
れば，2020年度における海外から撤退した日系
企業数は，総数で 770社，うちフィリピン，タ
イ，マレーシア，インドネシアの ASEAN 4ヵ国
からの撤退企業数が 126社と，2000年度におけ
る 75社から引き続き増加傾向にあるのが実情で
ある3）。
東南アジア新興国市場参入にともなう障壁は多
岐にわたる。その中でも，本稿第 3章において詳
述するように，日系製造業者にとって市場参入の
最大のボトルネックは，現地の大手製造業者を核
とするコングロマリットが流通チャネルを支配す
るという極めて特殊な流通構造にある4）。企業規
模を問わず，今日多くの日系企業が東南アジア新
興国市場を目指しているが，政府が実施したアン
ケート調査を見ても，現地国内市場におけるチャ
ネル構築が最大の参入障壁として挙げられてい
る5）。
学術研究の側からも，東南アジア新興国市場の
開拓に向けて，これまで多くの提言がなされてき
た。特に，製品戦略論，資源戦略論などの立場か
ら，多くの論考が発表されてきた。それらの多く
は，日本の製造業が資源制約の中でいかに現地の
市場に適応しているかを論述したものである。新
宅（2009）は，製品の優位性獲得の視座から，品
質と価格のバランスについての論考を行った。ま
た，天野（2009）は，新興国市場における製品
戦略を資源開発，ケイパビリティ開発といった多
面的な視点から分析した。これら論考は，製品戦

略というテーマに貫かれており，必ずしも，東南
アジア新興市場におけるチャネル構築の課題に
マッチするものではない。
経営戦略論とは別に，流通論本来の知見をベー
スに東南アジア新興国におけるチャネル構築を考
察した論考も存在する。本稿 7章で後述する井原
（2018）は，伝統的なチャネル諸理論を踏まえた
上で，東南アジア新興国において垂直的なチャネ
ル「統合」と水平的なチャネルの「幅広さ」をバ
ランスするための独自の論考を発表した。しか
し，既存の流通諸理論についても，構造的に異質
な東南アジア新興国の市場において，理論が想定
するチャネル・リーダーの存在やダイアディック
に限定されたチャネル関係が，果たして現実の課
題に十分に対応し得るのかという疑問は残る。
東南アジア新興国市場の主役たるコングロマ
リットによる流通支配という特殊な流通構造の中
で，日系食品製造業にとって最適なチャネルとは
何か，その効果的な構築方法とは何かについて明
らかにするのが，本研究の目的である。
本稿においては，チャネル交渉論，パワー・コ
ンフリクト論，協調関係論といった伝統的流通理
論，さらには，近年の東南アジア新興国に的を
絞ったチャネル構築の論考を改めて渉猟，評価す
る。その上で，チャネル構築のための視座獲得の
要点を明らかにしたい。

2 東南アジア新興国における
流通構造の特殊性

2．1 大手製造業者によるコングロマリット化
コングロマリットの定義には定まったものがな
く，研究者それぞれの専門分野ごとに様々な見解
がある。澤田（2017）は，アジア経済論の立場
から，コングロマリットとは「多角化が進展し企
業グループの規模が巨大化したものを指し，した
がって財閥は例外なくコングロマリットという形
態をとることが多い」（p.1）としつつも，「コア
事業とさらに複数の事業を有する企業体をコング
ロマリットと呼ぶならば，財閥と重なることにな
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る。ただし，非財閥企業がコングロマリットの場
合もある」（p.22）と述べている6）。ふつうは「財
閥」と一括りに呼ばれることの多い東南アジア新
興国のグループ企業体であるが，本研究において
は「財閥」とは呼ばず，「コングロマリット」の
名称を用いることにする。澤田（2017）は，ま
た，食品企業を例に，新興国におけるコングロマ
リット生成の特徴を明らかにしている。すなわ
ち，先進国の製造業者がいわゆるコングロマリッ
ト・ディスカウントを避けつつ優位性を追求する
ために，今日，専業に集中する傾向があるのに対
して，新興国の製造業者は，調達・生産・販売な
どの流通各機能の内部化を推進することにより，
未成熟市場ゆえに発生する取引コストの削減を図
ろうとする。さらに，成長スピードが速い新興国
市場においては，参入可能なカテゴリーが豊富で
あり，「リスク分散を図りつつ事業ポートフォリ
オを構築する」（p.23）ことが先進国市場よりも
容易となる7）。東南アジアを始めとする新興国の
製造業者が“コングロマリット化”を進め，製造，
物流，金融など様々な機能とともに，流通機能の
内部化を進めて行く背景には，以上のような市場
環境が存在すると考えられる。

2．2 食品製造業―流通業コングロマリットの存在
次に，東南アジア新興国における食品製造業―
流通業コングロマリット化の現状について見てお

きたい。澤田（2017）は，成長過程にある新興
国市場において企業がコングロマリット生成にお
いて選択し得る事業オプションとして，消費財
（製造業），耐久消費財（製造業），中間財（製造
業），不動産，金融，小売等を挙げている（p.23）。
ここでは食品製造業のチャネル構築という研究の
目的に沿って，コア事業としての「食品製造業」
と流通チャネル上の最川下（p.34）である「小売
業」および「卸売業」を軸に見て行きたい。（図
表 1参照）
食品カテゴリーにおいては，東南アジア新興国
各国の代表的製造業者が，業態の種別は様々であ
れ，グループ内に流通部門を所有している。核と
なる食品製造企業は各国を代表する大企業であ
り，いずれも売上・シェアにおいて，各国カテゴ
リー内の上位 3位に入る規模を有する8）。また，
詳細は紙幅の都合上別稿に譲るが，図表 1にある
インドネシアのサリム・グループやウイングス・
グループのように，華人タイクーンに率いられた
コングロマリットは，通常，不動産部門，金融部
門等を所有している9）。従って，それらコングロ
マリットが，商業施設の建設・運営あるいは流通
業への投資・貸付といったビジネスを通して，間
接的パワーを流通チャネルに働かせることも良く
見られる現象である。

国名 食品製造業 流通業
タイ シンハー・グループ（ビール） 卸（レオ・リンクス），小売（EST）

CPグループ（養鶏・鶏肉） コンビニ最大手（セブン―イレブン）
TCCグループ（アルコール飲料等） 欧米系小売最大手（BIG-C）
サハ・グループ（即席麵等） コンビニ（ローソン）

インドネシア サリム・グループ（小麦製品，麵類等） コンビニ最大手（インドマレット）
ウイングス・グループ（即席麵，調味料等） モール運営，コンビニ（ファミリーマート）
ダイヤモンド・グループ（冷凍食品等） 食品卸売業（スカンダジャヤ）

ベトナム キンド・グループ（菓子・アイスクリーム） パン・菓子・冷蔵品の全国販売網
マサン・グループ（調味料・インスタント麵） スーパー最大手（ビンマート）

フィリピン JGサミット・グループ（菓子，即席麵等） スーパー（ロビンソンズ・リテール）

図表 1 東南アジア各国の主要食品製造業における「製造業―流通業コングロマリット」

（出典）澤田（2017）「アジアのコングロマリット」創成社 pp.33-39，桂木（2019）「ASEAN企業地図」翔泳社を基
に筆者作成
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2．3 食品製造業―流通業コングロマリットによ
るチャネル支配

では，こうした東南アジア新興国の食品製造
業―流通業コングロマリットは，いかにして流通
支配を進めているのだろうか。ここでは，流通支
配の現状として，「リスティング・フィー（棚代）」
と「欧米系外資との連携」の 2つの問題を挙げて
おく。
リスティング・フィーとは，メーカーや中間流
通業者が店舗に支払ういわゆる“棚代”のことで，
東南アジアのローカルな消費財市場に根強く残る
商慣習である。例えば，インドネシア食品市場に
おいては，大手食品製造業者―零細小売業者間で
の金銭の授受が習慣的に行われている。目黒
（2018）によれば，インドネシアの首都ジャカル
タの公設市場内の小売店に大手食品製造業者が付
与するリスティング・フィーは，3か月で平均約
300,000ルピア（約 3,000円，2つの公設市場内
の計 10店舗の平均金額）となる10）。こうした商
習慣は，コングロマリットのコアメンバーである
製造業者による零細小売業を含めたコングロマ
リット外のチャネルに対する支配力強化という目
的のみならず，独立系小売業や小売外資などとの
繫がりを強める目的でも行われて来た。また，こ
の商慣習は，国内の競争阻害要因になるばかりで
なく，外資系企業の参入障壁としても作用してき

た。
東南アジア新興国の食品製造業コングロマリッ
トは，商習慣を武器に外資系製造業者の市場参入
を阻んできた一方，有力な欧米系食品ブランドに
対しては，相互依存的な関係を進んで構築してき
た。その一例が，現地コングロマリットによる欧
米系ブランドのライセンス生産である。現在，東
南アジア新興国市場においては，36の欧米系食
品ブランドが 10ヶ国以上でライセンス生産され
ている。反対に，欧米系食品製造業者による地場
ブランドの買収も積極的に行われている。地場ブ
ランドを事業ごと買収することにより，欧米系食
品製造業者は，商習慣に守られた上述の閉鎖的な
流通チャネルをもそのまま手に入れることにな
る。以上，伝統的商習慣とともに，欧米系外資と
の強い連携も，製造業―流通業コングロマリット
が流通を支配する上での有力な手段とみなすこと
ができる11）。

2．4 食品製造業―流通業コングロマリットの形状
次に，コングロマリットの形状についても確認
しておきたい。製造業を中心とした構成であって
も，流通論の製販統合とは異なり，必ずしもチャ
ネルの川上企業が川下企業をコントロールした
り，川下企業が川上企業にパワーを発揮したりし
ているわけではない。そこにおいては，各企業が

図表 2 フード関連コングロマリットの構成図―（例）サリム・グループ（インドネシア）

創業家（サリム・ファミリー）

＊タイクーン：アンソニー・サリム

持株会社（ファーストパシフィック社）

食品製造ビジネス事業会社 小売ビジネス事業会社

食品製造会社（インドフード社） 食品卸（インドマルコ社） コンビニエンスストア
（インドマレット社）

・即席麵（国内シェア 85％） ＊食品卸最大手 ＊最大手 国内 17,000店
・スナック菓子（国内シェア 60％）他

（出典） 桂木（2019）「ASEAN企業地図」翔泳社 pp.29-31．を基に筆者作成
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あくまでも固有の独立した機能としてコングロマ
リットを形成しているのが特徴である。つまり，
東南アジア新興国のコングロマリットの多くは，
流通の各業態，各機能を含めた多様な機能の集合
体として存在していると見るべきであろう。それ
ら多様な機能を統括する形としては，製造企業の
下に流通部門を配置するというパターンも存在す
るが，多くの場合，持株会社や事業統括会社の下
に製造や流通といった各機能が並列する状態で置
かれている。図表 2に構成図を示す ASEAN最大
のコングロマリットであるインドネシアの食品最
大手「サリム・グループ」は後者の形である。組
織のさらなる詳細については，紙幅の都合上，別
稿に譲るが，同じインドネシアにおける大手食品
製造コングロマリット「ウイングス・グループ」，
タイの「TCCグループ」「シンハー・グループ」
等の主要なコングロマリットも，すべてこうした
機能の「集合体」としての形状をとっている12）。

3 考察視座（1）：チャネル交渉論

3．1 チャネル交渉論
製造業―流通業コングロマリットを中心とする
特殊な流通構造の中で，日系食品製造業者はいか
にチャネルを構築すべきか。そのための視座獲得
に向けて，本章では，チャネル構築の先行研究を
吟味し，諸論考の課題と求められる新たな視点に
ついて検討して行きたい。
チャネル交渉論は古くから存在する日本独自の
理論であり，風呂（1968）に代表されるように，
チャネル間の経済的な相互作用に着目した理論で
ある。それは，製造業者による流通コントロール
の可能性を示した論考の嚆矢であり，高度経済成
長期という時代的背景の下に生まれた理論でも
あった。その本質は，住谷（2019）が明らかに
しているように，製造業者と販売業者の経済的な
相互関係に関する企業行動分析である。すなわ
ち，『製造業者は販売者に対して，（種々のマーケ
ティング手段としての）「誘因」を提供する一方

で，販売業者から受け取る「期待」を持っている。
販売業者がその「誘因」と「期待」を評価するこ
とで，販売業者の「同調化性向」が決まる（中略）
「同調化性向」とは，相手と同調したいという欲
求，または必要の強さ』（p.45）である。つまり，
製造業者が販売業者をコントロールするために
は，「販売業者に高い同調化性向を持ってもらう」
（p.45）ことが不可欠となる。

3．2 チャネル交渉論の検討
次章で取り上げるパワー・コンフリクト論が，
強いチャネル・リーダーが異なる機能を有する他
のチャネル・メンバーに影響力を及ぼすことを前
提としているのに対し，伝統的なチャネル交渉論
では，パワーの強弱とは無関係に，限定された機
能を有する独立のチャネル・メンバー同士の経済
的な相互関係（上述の「誘因」と「期待」の関係）
の在り様がメインテーマとなっていた。古典的理
論とも言えるチャネル交渉論ではあるが，こうし
たチャネル・メンバー間における経済的な相互関
係の視点は，海外市場開拓において今日もっと見
直されても良い論点かも知れない。とは言え，強
力なチャネル・リーダーの存在こそ捨象されては
いるが，経済的な相互関係である以上，やはりそ
の分析対象は常にダイアディックなものに限定さ
れる。さらに，住谷（2019）が指摘するように，
いかに多くの「誘因」を提供しようとも，製造業
者がチャネル・メンバーをコントロールし続ける
ことは困難であるから，製造業者の選択肢は，専
売店や総代理店といった閉チャネルに収斂されて
行くと考えられる。

4 考察視座（2）：
パワー・コンフリクト論

4．1 パワー・コンフリクト論
市場に影響を及ぼす環境要因が多岐にわたる海
外流通を論じるに際しては，これを「社会システ
ム」あるいは「組織間システム」として捉えるこ
とが可能である13）。本章では，そうした視点に
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従って，「パワー・コンフリクト論」を概観した
い。パワー・コンフリクト論は，Gaski（1984）や
石井（1983）に見られるように，時代の変化と
ともにチャネル上のパワーの所在が移動して行く
中で，チャネル間競争の中で発生したコンフリク
ト（価格決定やチャネル選択に関する争い）をパ
ワーでコントロールする，そのコントロールの様
態に関する研究である14）。また，この分野には，
チャネル間競争において発揮されるパワーの種別
ならびに各種パワー発揮の有効性を精緻に考察し
た Hunt & Nevin（1974）らの知見も存在する。さ
らには，社会システムのみならず，流通を取巻く
多種多様な外的環境要因が，コンフリクトにおけ
るパワーの発揮にどういう影響を及ぼすのかを考
察した論考も多く存在する。

4．2 パワー・コンフリクト論の検討
現実のチャネル間競争に対応する上で，パ

ワー・コンフリクト論には一定の限界が存在する
とされる。ここでは，渡辺他（2011）の論考に
沿って検討したい。渡辺他（2011）は，「コンフ
リクトが発生した場合には，チャネル・リーダー
によるパワー行使やコミュニケーション戦略の発
動によって，その制御・調整を図るという考え方
が取られる。」「これでは，売り手と買い手として
対峙している者同士が，（中略）いかに協調的関
係をとり結ぶのかという問題は論理的課題にの
ぼってこない」（p.4）と述べている。さらに，パ
ワー・コンフリクト論については，「チャネル管
理主体としてのチャネル・リーダーの存在を前提
に，考察枠組みが組み立てられていた」（p.5）と
して，近年の「大規模小売業者の成長によるパ
ワーシフトによって製造業者と大規模小売業者の
間で拮抗的なパワー関係が構築されたことで，理
論の現実説明力が失われていった」点を指摘して
いる。
つまり，パワー・コンフリクト論は，強力なパ
ワーを有する一企業が，リーダーとしてチャネル
上に存在し，それが異なる流通機能を有する他の
チャネル・メンバー企業に影響力を及ぼしている

ことが前提なのである。独立したチャネル・リー
ダーの存在をベースとした流通構造のみを想定し
ている以上，その理論は，流通構造自体の変化や，
流通構造の多様性（例えば，本研究で問題にして
いるような海外の特殊な流通構造）に対応できな
いと考えるのが妥当であろう。また，この点につ
いてはチャネル交渉論と同様，メンバー間の関係
性がチャネル・リーダーとメンバーの間のダイア
ディックなものに限定されている点についても注
意を払う必要がある。

5 考察視座（3）：協調関係論

5．1 協調関係論
前述のパワー・コンフリクト論が，社会システ
ム論的視点に立って，流通メンバーのパワーによ
りコンフリクトをコントロールしようとする理論
であるのに対し，協調関係論はメンバー間の協調
関係構築によってチャネル管理を行おうとする考
え方である。協調関係論は，長期的信頼関係の構
築に重きを置くアプローチと，取引先の機会主義
的行動抑制や行動抑制規範の構築を重んじるいわ
ゆる新制度派アプローチの 2つに分けることがで
きる15）。ここでは，わが国において実証研究例
が比較的豊富な新制度派アプローチについて見て
いきたい。
新制度派アプローチによるチャネル研究は，住
谷（2019）が言うように，「協調的関係を積極的
に取り上げることにより，取引主体の機会主義的
行動の抑制を研究」しようとするものである。お
およそのメカニズムは，渡辺他（2011）におい
て詳しいが，「関係特定的資産」（p.7）によって
他のチャネル・メンバーとの紐帯を強め，他の
チャネル・メンバーの機会主義的行動をコント
ロール（p.6）するというものである。関係特定
的資産の活用に関するさらに具体的な論考として
は，崔（2011）の「営業資源の価値が取引関係
の質に与える影響」についての分析が挙げられ
る。これによれば，営業担当者が他の流通メン
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バーに自社の資源（関係特的資産）を供与し機会
主義的行動を抑制するメカニズムは，「（営業担当
者の）組織コミットメント」「（営業担当者の）革
新志向性」「営業資源の価値」「取引関係の長期志
向性」という 4つの要因から分析することができ
る。（図表 3参照）組織慣習や組織風土などと
いった組織要因は，「組織コミットメント」を媒
介として「営業資源の価値」に影響を及ぼす。同
時に，より良いサービス品質を相手方に提供しよ
うという営業担当者の「革新志向性」も「営業資
源の価値」に影響を与える。そして，「営業資源
の価値が高いものであればあるほど，買い手企業
の機会主義的行動の可能性は低くなる」（p.117）
とされる。

5．2 協調関係論の検討
以上，関係特定的資産の供与が流通チャネル構
築における長期的協調関係に影響を及ぼすという
考え方は，現場レベルでの取引をベースに理論が
構築されているので説得力がある。また，本稿第
4章でみた伝統的なチャネル交渉論と同様，必ず
しも強力かつ固定的なチャネル上のリーダーの存
在を想定しているわけではなく，また理論の抽象
度も高いので，海外を含めた多様な流通構造に適
応可能な汎用性の高い理論と思われる。
しかし，一方で，資産供与という考え方は，

チャネル交渉論およびパワー・コンフリクト論と
同様，あくまで特定の単一チャネル上に存在する

流通メンバー同士のダイアディックな関係に限定
されるものである。つまり，広範な協調関係とは
言いつつ，その発想はあくまでも二者間の経済的
関係を出るものではない。海外の特殊な流通構造
の中において，交渉に依拠した二者間での問題解
決がどの程度有効なのかについては，依然，疑問
が残るのである。

6 考察視座（4）：東南アジア新興国を
対象としたチャネル論

6．1 東南アジア新興国を対象としたチャネル論
グローバル流通戦略の内外における文献をサー
ベイしても，東南アジア新興国の特殊な流通構造
下におけるチャネル構築に特化した論考はほとん
ど見当たらない。過去には，中間流通の活用を軸
とした Rosenbloom（2007）や Samli & El-Ansary

（2007）らの論考もあった。しかし，それらは伝
統的流通に特有な諸問題に対応するためのもので
あり，特殊な流通構造に対する戦略提示ではな
い。そうした中，筆者と類似のテーマを扱った井
原（2018）の独自性は注目に値する。井原（2018）
は，東南アジア新興国におけるチャネル戦略の議
論は十分に深まっていないとしつつも，先行研究
を整理して得られたフレームワークをもとに，東
南アジア新興国の特殊な流通構造下における日系
製造業者のチャネル構築の要点を提示した。
井原（2018）は，チャネルの「統合度」と「幅

図表 3 営業資源の価値が取引関係に与える影響についてのモデル

（＋）正の因果関係あり （－）負の因果関係あり

（出典）崔（2011）「営業担当者の特性チャネル関係の成果に及ぼす影響」渡辺他（編）「流通チャネル
論」有斐閣 pp.115-125より。筆者が加筆。

営業担当者の
組織コミットメント

取引相手の機会主義
（＋）

（－）

営業担当者の
革新志向性

営業資源の価値 取引関係の長期志向性（＋） （＋）
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広さ」というフレームワークを設定して，この課
題に取り組んだ16）。それによれば，「統合度」と
は，より強力な取引関係管理を行いたい製造業者
による流通業者に対する「資本の統合度」を意味
する。また，「幅広さ」とは，製造業者の「製品
の販売者への拡散度合」のことで，通常は取引小
売店数，配荷率などの数値で計り得る。一方，先
行諸研究によれば，一般にチャネルは閉鎖的であ
ればあるほど，より狭くならざるを得ない17）。
つまり，チャネルの統合度と幅広さは容易に両立
し得ない関係にあるとされる。
こうしたチャネルの統合度と幅広さの両立とい
う問題に対して，井原（2018）は，タイ・インド
ネシア・中国における花王のチャネル戦略事例を
有望なプラクティスとして提示した。花王は，タ
イ市場への進出当初は，現地の大手卸との間に合
弁会社を設立し，卸傘下の地域卸を用いて伝統的
流通への浸透を図った。そして，次のステージに
おいては，小売店を自社で開拓した。つまり，現
地の有力な中間流通との資本統合をすすめつつ，
時期を見て，小売店への直売を行う段階的な戦略
を採用した。花王は，インドネシアにおいても，
進出当初は，現地の大手卸売との間に合弁を作
り，伝統的流通への浸透を図った。そして，次の
段階で，直売する小売店の開拓を行った。こうし
て，同社は，チャネルの「統合化」とチャネルの
「幅広さ」を両立させたのである。（図表 4参照）

6．2 東南アジア新興国を対象としたチャネル論
の検討

以上の論考は，東南アジア新興国におけるチャ
ネル構築研究において，「統合度」VS.「幅広さ」
からなるフレームワークを設定し，現地有力卸と
の資本統合から小売店の自力開拓へ移行するとい

うフレキシブルな戦略プラクティスを明示したと
いう点において特筆すべきものである。しかし，
本研究の問題意識である製造業―流通業コングロ
マリットによる流通支配を踏まえると，上記論考
には，なお 2つの課題が残ると筆者は考える。
1つ目の課題は，チャネル統合化の相手先企業
が「大手卸」もしくは「大規模小売」に限定され
ている点である。企業グループとの連携において
も，あくまで相手先はグループ内の中間流通部門
もしくは小売部門に限定されている。一般に，本
稿で取り上げている東南アジア新興国の製造業―
流通業コングロマリットにおいては，当然のこと
ながら，流通諸機能のみならず，多種多様なマー
ケティング上の機能をグループ内部に有してい
る。すでに本稿 2．4において述べた通り，コング
ロマリットは通常，持株会社の傘下にほぼ並列に
配置されたそれら各機能の集合体として存在して
いる。そして，グローバルな企業連携の形を見て
も，日系製造業者はそれらコングロマリットと，
保管・物流などの通常の流通機能以外の多種多様
なマーケティング機能の交換を行いつつ，連携を
強化しているのが実態なのである18）。
2つ目の問題も，疑問の在り処は 1つ目と同様

である。前述の先行研究と同じく，問題はチャネ
ル統合の形が単一チャネル上に存在する他の流通
メンバー（現地の大手卸）とのダイアディックな
関係に限定されているという点にある。これを相
手方企業の側から見れば，日系製造業者は，あく
まで複数ある製品サプライヤーの一つ（ワン・オ
ブ・ゼム）に過ぎない。ゆえに，チャネル統合化
とは言いつつも，製造―販売の統合化をもって相
手先流通業者の機会主義的行動を抑制すること
は，現実には容易ではないと思われる。

タイ インドネシア
進出当初 現地大手卸を総代理店（64-98年） 華人系財閥（卸）を総代理店（85-97年）
営業所の統廃合 18カ所から 12カ所に削減（2006年） 18カ所から 7カ所に削減（2006年）

図表 4 花王のタイ，インドネシアにおけるチャネル構築の推移

（出典）井原（2018）「アジア流通近代化の進化と進出企業のチャネル選択」『流通研究』第 21巻第 3号より，
筆者による修正。
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7 考察

7．1 東南アジア新興国における食品流通チャネ
ル構造の特徴

第 3章で明らかにした通り，東南アジア新興国
の食品製造業―流通業コングロマリットが形成す
る流通チャネルは，交渉，パワー行使，協調によ
り代替可能な流通機能の連鎖ではなく，資本統合
により固定化した一連の流通プロセスととらえる
ことができる。つまり，各流通機能が，独立した
流通主体として，機会主義的な行動を取る見込み
はほぼない。参入する日系食品企業の視点で見れ
ば，そこにおいて，流通機能を代替させるための
一企業対一企業の関係を機能させることは，極め
て困難と考えられるのである。

7．2 先行諸理論の整理と評価
前項を踏まえ，先行諸理論の特徴をここで整
理，評価しておきたい。（図表 5参照）「チャネル
交渉論」は，支配力を持つリーダーへの対峙とい
うよりも，むしろ流通機能間における経済的な相
互関係の方を重要視している。こうした視点は，
コングロマリットにより固定化された流通プロセ
ス全体に対峙する場合には有用と思われる。しか
し，交渉そのものが本質的には 2社間関係である
以上，やはり分析視座はダイアディックなものに
限定される。
次の「パワー・コンフリクト論」においては，
流通構造の特殊性や多様性に対応できないという

限界が存在する。また，参入製造業者が本理論に
おいて想定される通常の流通機能を持ってコング
ロマリットの核であるチャネル・リーダーに挑む
ことは現実的には不可能である。さらに，想定さ
れる企業間関係もやはり二元的なものに限定され
る。
また，「協調関係論」における「関係特定的資
産の付与が流通メンバー間の協調関係に影響を及
ぼす」という考え方は，機能を流通上のそれに限
定せず，多角的に捉えたという点において高く評
価される。加えて，必ずしも垂直的競争の存在を
想定しているわけではないので，海外の特殊な流
通構造にも適応可能な理論である。一方で，本理
論における資産付与という考え方自体は，やはり
2社間に限定されたものと考えざるを得ない。
「東南アジア新興国を対象としたチャネル論」
の論点は前章で詳述したので，ここでは簡潔に説
明するに止めたい。チャネルの「統合化」という
視座は，統合化の相手先が「大手卸」に限定され
ている点が課題とは言え，「協調関係論」と同様
に，流通チャネルを多角的機能の集合体として捉
えた点が評価される。しかし，チャネル統合化も
また，現実的には，流通メンバー間のダイア
ディックな関係から逃れることはできないと考え
られるのである。

7．3 考察―新たな視座の探索
最後に，今後検討すべき新たな視座について考
えてみたい。以上見てきたように，本研究が対象
としている東南アジア新興国の主要な食品製造業
が形成する製造業―流通業コングロマリットは，

チャネル交渉論 パワー・コンフリクト論 協調関係論 東南アジアチャネル論
問
題
点

ダイアディックな関係性
が前提

流通構造の特殊性に対応
できず？ ダイアディッ
クな関係性が前提

ダイアディックな関係性
が前提

大規模卸に限定した統合
化論？ ダイアディック
な関係性に限定

評
価
点

メンバー間の経済的でフ
ラットな相互関係を重要
視

同一チャネル上における
企業対企業のパワー関係
においてのみ有効

機能を多角的に捉えた，
資産の相互付与の視点

機能を多角的に捉えた

図表 5 先行諸理論の問題点と評価点

（出典）筆者作成
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資本統合により結び付いた多様な機能の集合体と
見なすことができる。本文中で述べてきたよう
に，こうしたコングロマリットが形成する流通
チャネルの中で，それぞれの機能を担う新興国の
大規模組織的小売業や大手卸売業が，仕入先選択
において機会主義的な行動を選択するチャンスは
稀である。また，こうしたチャネルに対して，日
系食品製造業者が通常の流通上のパワーをかざし
てアプローチすることも現実的ではない。そこで
は，従来の流通理論が想定しているような通常の
流通機能を流通上のカウンターパートに対して提
供しつつ，ダイアディックな関係を結ぶという方
略は不可能と考えられる。「チャネル交渉論」に
しても，「協調関係論」にしても，あるいは「東
南アジア市場に特化した流通チャネル論」におい
ても，一企業対一企業の相互関係を想定している
以上，それは同じである。そのように考えて行く
と，残された選択肢は，固定的な流通チャネル全
体を 1つのカンターパートとみなし，本来の流通
機能に固執せず，さまざまなマーケティング機能
を提示して，所与のチャネルへの近接を図ること
であると思われる。つまり，参入食品製造業―相
手方チャネル間における「事業連携（アライアン
ス）の視座」が新たに求められるのである。
さらに，相手方チャネル全体を一方の主体とし
て，それとのアライアンス構築を図る日系食品製
造業者は，付与すべき機能を流通上の製造・生産
に限定せず，あらゆるタイプのマーケティング機
能あるいは資源を準備し，これを先方に提示する
必要があると考えられる。逆説的ではあるが，流
通チャネル構築に際しては，流通機能を超えた
マーケティング諸機能の提供が不可欠になる。当
然，そこにおいては，あらゆるマーケティング機
能を統合的に用いて目的達成を図る「統合的マー
ケティング（Integrated Marketing）の視座」が
必要になってくる。機能を多角的にとらえ，これ
を相互付与することの重要さは，本稿において参
照した協調関係論，東南アジアチャネル論におい
ても指摘されているところである。また，古典的
なチャネル交渉論も，チャネル間における経済的

な相互関係（誘因と期待の関係）の重要性を示唆
している。
あるいは，チャネル全体とのアライアンス構築
にあたって日系食品製造業者が準備すべき機能
は，従来の流通機能はもちろん，既存のマーケ
ティング諸機能以外の未知の機能である可能性も
ある。こうしたまったく新しい機能は，参入企
業―相手方チャネルという新たなアライアンスの
構築過程において，必要に応じて生まれてくる可
能性もあり，また仮説・検証プロセスから帰納的
に発見されることも考えられる。いずれにして
も，ここでは，新たな視座の 3つ目として，「新
たな流通・マーケティング機能」を挙げておきた
い。

●注
1）外務省アジア大洋州局地域政策参事官室 資料（2022）
による。

2）プライスウォーターハウスクーパース（2015）「ASEAN
Economic Dashboard」のデータにもとづく。

3）経済産業省（2021）「海外事業活動調査報告書」のデー
タにもとづく。

4）田口（2020）は，流通をマクロ視点で見た生産物の所
有権移転のプロセスを「流通チャネル」と呼び，製造
者が自社製品を最終消費者に販売するルートを「マー
ケティング・チャネル」と呼んでいる（p.121）。本稿
ではこれに準じ，マクロ視点での権利移転プロセスを
「流通チャネル」，製造者の設定する販路を「チャネル」
と呼ぶ。

5）中小企業白書（2012）第 2章第 1節（p.82）にもとづ
く。

6）本研究におけるコングロマリットの定義については，
澤田（2017）の東南アジア経済論の視点によるものと
する。

7）松崎（2006）は，コングロマリット・ディスカウント
の回避には単なるシナジーを超えたコンピタンス（核
となる機能）の有効活用が不可欠であるとしている
が，これについては次稿以降，流通アライアンス事例
の中で詳述したい。

8）桂木（2019）に基づく。各国食品市場内における製品
カテゴリー内での順位という意味である。

9）「タイクーン（Tycoon）」とは日本語の「大君」に由
来すると言われる英語。東南アジア新興国各国の財閥
の支配者，同時に，本稿で取り上げる「製造業―流通
業コングロマリット」の所有者をも指す。桂木（2019）
p.9による。

10）目黒（2018）に基づく。インドネシアのコングロマ
リットは，自らの力が及ばないグループ外部の製造企
業に対しては多額のリスティング・フィーを要求す
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る。コングロマリットに属さない大手外資小売も，同
じ理由から，製造業者に多額のリスティング・フィー
を求める傾向にある。

11）現地コングロマリットと欧米系外資の連携による販路
開拓については，目黒（2018）に詳しい。その成功事
例の詳細な分析については，次稿以降において行う。

12）各国コングロマリットにおけるグループ組織図には多
少のばらつきがあるが，創業家⇒持株会社⇒事業統括
会社⇒製造・流通会社（製造―流通コングロマリット）
という基本形はほぼ同じである。桂木（2019）による。

13）渡辺他（2011）は，パワー・コンフリクト論は，社
会システム的チャネル認識に基づくものであり，次の
協調関係論は売り手と買い手の経済的相互関係に焦点
をあてているとする。（p.3）

14）成生（2015）は，チャネル・メンバー間の販路・価
格等をめぐるコンフリクトを「チャネル間競争」と呼
んでいるが，本研究もそれにならう。

15）Anderson & Weitz（1989）
16）井原（2018）pp.45-46
17）高嶋（1994）などに基づく。
18）現地の製造―流通コングロマリットと日系製造業者の
「多角的機能連携」に関する独自の実証研究について
は，紙幅の都合上，次稿以降に譲りたい。企業名等に
ついては，桂木（2019）に網羅されている。
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